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１ 基本事項 

（１）目的

本マニュアルは、東京電力ホールディングス（株）柏崎刈羽原子力発電所（以下「発電

所」という。）の事故により原子力災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合

（以下「原子力災害時等」という。）において、住民及び一時滞在者等（以下「住民等」と

いう。）に即時避難又は一時移転（以下「避難」という。）の指示が出され市町村が定める

避難計画に基づき避難をする場合に備え、「新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）」

（以下「県地域防災計画」という。）に基づき、県が実施する避難受入れの調整及び要請等

の具体的な手順を定めることを目的とする。 

また、県地域防災計画等の改正や訓練等から得られた知見等を踏まえて、実効性を高める

ために適宜見直しを行う。 

（参考） 

●県地域防災計画 第３章第６節４（１）住民等の避難・屋内退避の指示

「知事は（略）市町村との避難調整を行った上で（略）避難をするよう指示する。」

「知事は、受入市町村に対し、避難住民の受入れを要請する。」

図１ 広域避難のイメージ 

※ 避難手段については、鉄道や船舶等あらゆる手段を検討することとしている。

また、必要に応じて避難経路上で安定ヨウ素剤緊急配布、スクリーニングを実施。
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（２）前提 

本マニュアルは、県地域防災計画において基本的に実施することとしている、ＰＡＺ及び

ＵＰＺ（表１）におけるＥＡＬ※１各段階（図２）及びＯＩＬ※２に基づく基準（表２、図３）

による住民等の避難等にかかる受入に係る調整を対象とする。なお、要配慮者は個別事情を

考慮する必要があることから、市町村に対する基本的な情報収集までとし避難先確保等は保

健福祉班等で別途対応する。 

また、市町村は災害対策基本法に基づき、広域的に避難する住民等を受け入れないことに

ついて正当な理由がある場合を除き、受け入れるものとし、受入は市町村が策定する避難計

画に定められた避難先（表３）を基本とする。 

一方で、複合災害や気象状況等により本マニュアルによることが困難と判断された場合

は、関係機関と協議し柔軟に対応するものとする。 
※１ ＥＡＬ：発電所の状況に応じ定められる緊急事態区分 

※２ ＯＩＬ：空間放射線量率や環境試料中の放射性物資の濃度等原則計測可能な値で表される 

運用上の介入レベル 

 

表１ 新潟県におけるＰＡＺ及びＵＰＺを含む市町村 

区 分 範 囲 対象市町村 

即時避難区域：ＰＡＺ 
Precautionary Action Zone 

予防的防護措置を準備する区域 

発電所を中心とする半径 

おおむね５キロメートル

圏 

柏崎市 

刈羽村 

避難準備区域：ＵＰＺ 
Urgent Protective action 

Planning Zone 

緊急時防護措置を準備する区域 

発電所を中心とする半径 

おおむね５～30 

キロメートル圏 

柏崎市  長岡市 

燕市   見附市 

小千谷市 十日町市 

上越市  出雲崎町 

出典：原子力災害に備えた新潟県広域避難の行動指針 
 

 

左図は、即時避難区域（PAZ）及び

避難準備区域（UPZ）のそれぞれの

目安となる柏崎刈羽原子力発電所か

らの距離を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：原子力災害に備えた新潟県広域避難の行動指針 
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図２ ＥＡＬに応じた防護措置のフロー 

 
出典：原子力災害に備えた新潟県広域避難の行動指針 

 

※「要配慮者等」 

避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが高まらない要

配慮者（災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第８条第２項第15号に定める要配慮者）、

安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な者のうち、施設敷

地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な者 
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表２ 避難等に係るＯＩＬ  

基準の種類 
〈参考〉 

原子力災害対策指針の値 
防護措置の概要 

緊急防

護措置 

ＯＩＬ１ 

500μSv/h 

(地上1mで計測した場合の

空間放射線量率) 

数時間内を目途に区域を特定し、避難等を実

施。 

(移動が困難な者の一時屋内退避を含む) 

ＯＩＬ４ 

β線:40,000cpm 

β線:13,000cpm 

[1ヶ月後の値] 
避難又は一時移転の基準に基づいて避難等し

た避難者等をスクリーニングして､基準を超え

る際は迅速に除染。 (皮膚から数㎝での検出器

の計数率) 

早期防

護措置 
ＯＩＬ２ 

20μSv/h 

(地上1mで計測した場合の

空間放射線量率) 

１日内を目途に区域を特定し、地域生産物の

摂取を制限するとともに１週間程度内に一時

移転を実施。 

 

図３ ＯＩＬに応じた防護措置のフロー 

 
出典：原子力災害に備えた新潟県広域避難の行動指針  
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表３ 市町村避難計画に基づく避難先 

重点
区域

市町村
地区名

（避難単位）
受入

市町村
避難経由所 避難所数

高浜、南部、二田 村上市 パルパーク神林（神林総合体育館） 8

中通 湯沢町
湯沢カルチャーセンター
湯沢町公民館

2

西中通 妙高市
妙高杉ノ原スキー場
道の駅 あらい

14

荒浜、松波 糸魚川市 糸魚川市民総合体育館 5

刈羽村 全域 村上市 パルパーク神林（神林総合体育館） 10

中川、別山、大田、石地 村上市 パルパーク神林（神林総合体育館） 4

北鯖石、田尻 南魚沼市
南魚沼市民会館
道の駅 南魚沼雪あかり

24

北条 湯沢町
湯沢カルチャーセンター
湯沢町公民館

17

中央、剣野、高田、中鯖石、南鯖石、米山、上条、
別俣、野田、鵜川、高柳

上越市

リージョンプラザ上越
道の駅 あらい
ユートピアくびき希望館（頸城地区公民館）
大島就業改善センター（大島地区公民館）

72

比角、枇杷島、半田 糸魚川市
糸魚川市民総合体育館
道の駅 マリンドリーム能生

33

大洲、鯨波、上米山 妙高市 道の駅 あらい 11

大島、下川西、上川西、福戸、王寺川、関原、三
島、和島、寺泊、与板

新潟市みどりと森の運動公園
新潟県総合研修センター
こめぐりの郷公園

115

新町、富曽亀、山本、新組、黒条、中之島
デンカビッグスワンスタジアム
ハードオフエコスタジアム新潟
白根カルチャーセンター

89

宮内 三条市 三条・燕総合グランド 62

千手、阪之上、表町、中島 五泉市
五泉市総合会館
五泉市営野球場
さくらアリーナ（村松体育館）

29

神田、川崎 阿賀野市 阿賀野市立図書館 23

四郎丸
加茂市
田上町

加茂文化会館
田上町役場

24

希望が丘、日越、宮本、大積、深才、青葉台
燕市

弥彦村

道の駅 国上
燕市分水公民館
弥彦体育館

29

栖吉 阿賀町 道の駅 阿賀の里 20

越路、山古志、小国、川口 魚沼市
魚沼市小出郷文化会館
魚沼市役所堀之内庁舎

41

豊田、十日町、六日市、太田、山通
長岡市

（UPZ外）
道の駅 R290とちお 18

西小千谷、城川 十日町市
十日町市立中条中学校
川西総合体育館

23

東小千谷、千田、東山、片貝 南魚沼市 南魚沼市役所大和庁舎 31

山辺、吉谷、川井、岩沢、真人 津南町 津南町総合センター 11

十日町市 下条、上野、橘、仙田、峰方、山平
十日町市
（UPZ外）

道の駅 クロス10十日町
千手中央コミュニティセンター
松代総合体育館

16

見付町部、今町町部、今町田園、庄川平 新発田市
新発田市カルチャーセンター
サンビレッジしばた

49

葛巻 村上市 パルパーク神林(神林総合体育館) 15

北谷北部、北谷南部 胎内市
県青少年自然の家体育館
胎内市Ｂ＆Ｇ体育館

10

見附第二小学校区、新潟、上北谷 聖籠町 聖籠町町民会館 7

燕市 渡部、真木山、幕島、大川津興野、下中条
燕市

（UPZ外）
分水北小学校　※避難先 1

柿崎区、吉川区 ユートピアくびき希望館（頸城地区公民館）

浦川原区 浦川原区総合事務所

大島区 大島就業改善センター(大島地区公民館)

大潟区 大潟区総合事務所

出雲崎町 全域 関川村 道の駅 関川 6

上越市 31
上越市

（UPZ外）

ＵＰＺ

避難元

長岡市

新潟市

小千谷市

見附市

ＰＡＺ

柏崎市

避難先

柏崎市
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※平成２７年７月の「市町村による原子力安全対策に関する研究会」において、下記の前提条件等を

基に、「原子力災害時の新潟県広域避難マッチング」について、県が示し市町村が了承。

１ 事故と被害想定

（１）単独もしくは自然災害と関連して原子力災害が発生した場合とする。

（２）ＰＡＺ及びＵＰＺでは防護措置がとられるが、ＵＰＺ外では、降雪を含む自然災害による影

響がなく原子力災害に対する防護措置も発生する状況ではない場合とする。

２ 避難者の想定 

避難者の想定は、①ＰＡＺのみの避難、②ＵＰＺの一部避難、③ＵＰＺの全域が避難する場合

の避難者とする。なお、避難者の最大数は、ＰＡＺ人口とＵＰＺ人口を合わせたものとする。 

３ 避難所 

（１）避難所は、原則、県または市町村が地域防災計画等で指定する避難所とする。

（２）ＵＰＺ外を持つＵＰＺ市は、同一市内のＵＰＺ外に避難所を確保する。
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（３）実施体制

県は、県地域防災計画に定められた基準により、新潟県原子力災害警戒本部（以下「県警

戒本部」という。）または新潟県災害対策本部（以下「県災対本部」という。）を設置し、

応急活動体制をとることとなっている。 

表４ 災害対策本部等の設置基準 

※県地域防災計画より引用し、加工

緊急事態区分ごとの受入調整に係る担当部門は以下のとおりとする。 

表５ 県受入調整担当 

態勢 緊急事態区分 主な担当 

平時 － 
県防災局 

（原子力安全対策課 等） 

第１次配備 
情報収集事態、警戒事態 県警戒本部 

（原子力安全対策課内設置） 

第２次配備 

施設敷地緊急事態、 

全面緊急事態 

県災対本部 

・原子力対策班

・情報収集班

・避難調整局※ など

※避難経路、手段の確保等を担当

態勢 活動体制 設置基準 
緊急事態 

区分 

第１次 

配備 

原子力災害 

警戒本部 

（原子力安

全対策課内

に設置） 

○ 柏崎市又は刈羽村で、震度５弱以上を観測す

る地震が発生したとき

情報収集 

事態 

○ 柏崎市又は刈羽村で、震度６弱以上を観測す

る地震が発生したとき

○ 柏崎市又は刈羽村の沿岸を含む津波予報区

で、大津波警報が発表されたとき

○ 発電所周辺の環境放射線モニタリングによっ

て、空間放射線量率が１マイクロシーベルト／

時を超える数値を検出したとき

○ 安全協定に基づく異常時の連絡等により、警

戒事態に該当する重要な故障が認められるとき

○ その他知事が必要と認めたとき

警戒事態 

第２次 

配備 

原子力災害 

対策本部 

○ 発電所の事故により原災法第10条に基づく通

報があったとき

施設敷地 

緊急事態 

○ 原災法第15条に定める原子力緊急事態宣言発

令の基準に達したとき

○ その他知事が必要と認めたとき

全面緊急 

事態 
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（４）通信手段

ア 県から市町村への連絡

調整内容の明確化及び迅速化のため、防災行政無線一斉送信ＦＡＸシステム、地上系

ＦＡＸ、又は衛星系ＦＡＸ（以下「ＦＡＸ等」という。）を主な通信手段とし、必要に

応じて電話等で補完する。ＦＡＸ等による書面を送付した場合には、各手段に応じた受

信確認を行うこととする。 

なお、迅速性等を鑑み①②③の順に優先して使用する。 

① 防災行政無線一斉送信ＦＡＸシステム

② 地上系ＦＡＸ（ＮＴＴ回線）

③ 衛星系ＦＡＸ

但し、ＦＡＸ等による通信が困難な場合は、メール等による手段も検討する。 

表６ 県から市町村への連絡手段 

①防災行政無線一斉

ＦＡＸシステム
②地上系ＦＡＸ ③衛星系ＦＡＸ

設置場所 危機対策課内 危機対策課内 他 危機対策課内 

回線種別 
無線＋光ファイバー ＮＴＴ回線 

光ファイバー 等 

衛星回線 

通信速度
※１ 〇 ○ △ 

送信時 

入力※２ 

システムで登録済

（番号入力不要）

30市町村一斉送信可 

（危機対策課内ＦＡＸ） 

30市町村一斉送信可 

相手方 

受信確認 

システム上で可能 電話等で別途必要 電話等で別途必要 

その他 受信不可（送信専用） 

※１ 回線種別等を考慮した大まかな評価であり、環境や使用方法によって変化する。

※２ 各手段の使用方法等は参考資料に記載。

《参考：防災行政無線一斉ＦＡＸシステムの外観》 

《付属スキャナ》 
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イ 市町村から県への連絡 

原則として、県への連絡については地上系ＦＡＸ（ＮＴＴ）を使用し、地上系ＦＡＸ

が使用できない場合は、衛星系ＦＡＸを利用するよう依頼する。 

但し、ＦＡＸ等による通信が困難な場合は、メール等による手段も検討する。 

 

表７ 県から市町村への連絡手段 

県への 

連絡先 

FAX 

（地上） 

FAX 

（衛星） 
電話 メール 

警戒本部 

（EAL1まで） 
 

災対本部 

（EAL2以降） 
（別途周知※） （別途周知※） （別途周知※） 

※県災対本部設置後、番号等を市町村等関係機関に周知。 
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２．原子力災害時等の対応 

（１）概要 

ア 情報の流れ 

原子力災害時等において、県警戒本部または県災対本部は本マニュアルに基づき国や市

町村と連携し避難の受入にかかる調整を行う。（図５） 

 

図５ 広域避難に係る情報連絡のイメージ 

 
 

イ 県災対本部内等における情報共有の徹底 

各種調整により得られた、報告や要請等について、その内容に応じて、県災対本部内、

県庁各課及び関係機関に資料の写し等の配付により、綿密に情報共有を行う。 

特に指示や要請を行う場合は必要に応じて、統括調整部長に事前（その時間が無い場合

は事後）に報告する。 

 

ウ 市町村との情報共有の徹底 

各関係機関からの情報、各種調整によって得られた情報については、市町村と綿密に情

報共有を行う。 

 

エ 関係機関との情報共有の徹底 

各関係機関からの情報、各種調整によって得られた情報については、関係機関と綿密に

情報共有を行う。 
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表８ 災害対応の流れ 

事態の進展 県の活動 国・ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの活動 

 
[参考事例]（注） 

福島原発事故の 

進展 

      

 
平成23年３月11日 平常

時 

 ・各ｼｽﾃﾑ、資機材等ﾒﾝ
ﾃﾅﾝｽ 

   

 
14:46 

 
地震発生 

15:35 津波到達 
トラ

ブル

発生 

 （通常体制）  ・情報収集、伝達  

  
情報

収集

事態 

 ・要員参集 
・原子力災害警戒本部
設置（原子力安全対

策課） 
・住民等への情報伝達 
・要配慮者等の避難準

備 

 

 

・平常時モニタリン

グ強化 

・原子力規制委員
会・内閣府原子力
事故合同現地情報

連絡室 

 

  

警戒

事態 

 ・原子力規制委員

会・内閣府原子力
事故合同現地警戒
本部 

 

15:42 10条通報 
（全交流電源
喪失） 

施設

敷地 

緊急

事態 

原災法10条
通報 

・要員参集 
・災害対策本部設置 
・現地対策本部設置 

・PAZ施設敷地緊急事
態陽避難者の避難 

・UPZ内屋内退避準備 

 

環境調査本部設置 
・緊急時モニタリン

グの実施 

・（国）緊急時モニ
タリングセンター
へ参画 

 

・原子力規制委員
会・内閣府原子力
事故合同対策本部 

・現地事故対策連絡
会議の開催 

・緊急時モニタリ
ングセンター設
置 

・緊急時モニタリ
ングの実施 

16:45 15条該当事象
発生報告 

（非常用炉心
冷却装置注水
不能） 

全面 

緊急

事態 

原災法15条
該当事象発

生 

・PAZ避難 
・UPZ屋内退避 

 ・原子力災害合同対
策協議会の開催 

 

19:03 原子力緊急事
態宣言 

原子力緊急
事態宣言 

  炉心損傷等

の通報 

 

21:23 

 

３km圏内避
難、10km圏内
屋内退避 

 
 
 

放射性物質

の放出 
 
 

 

【OIL2超】(1日内に区

域特定) 
・一時移転（１週間程
度内） 

・地域生産物の摂取制
限 

【OIL1超】(数時間内

に区域特定) 
・即時避難 
・原子力災害医療 

【OIL６超過】(1週間
以内に測定・分析) 

・飲食物摂取制限、出

荷制限 

【0.5μSv/h超】(数

日内に区域特定) 
・飲食物中の放射性

核種濃度測定 

 ⇒OIL6判断 

3月12日 
5:44 10km圏内避難 

18:25 20km圏内避難 

放射性物質
放出の停止 

原子力緊急
事態解除宣

言 

（注） 福島事故の事態進展時間及び避難等の対応はあくまで当時の状況を参考として示したもの。 

緊急時には実際の事故時の進展時間に合わせて対応するものとする。  
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（２）調整手順 

Ⅰ 情報収集事態または警戒事態（ＥＡＬ１）（県の体制：第１次配備「警戒本部」設置） 

情報収集事態又は警戒事態にかかる国の要請等をＦＡＸ等により県内市町村へ送付する。 

そのうえで、以下の手順を行う。 

① ＰＡＺ住民数等の確認 【県（警戒本部）→ＰＡＺ市町村】 

県警戒本部（Ⅱ 施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２）へ進展後にⅠの手順を行う場合は「県

災対本部」と読替える。以下同じ。）は、事態発生後、速やかに地上系ＦＡＸ等により、

柏崎市及び刈羽村（以下「ＰＡＺ市村」という。）に対して、様式１による報告を依頼す

る。なお、正確な情報が把握できない場合は、平時に整理した情報による見込みでも可と

する旨を伝達する。 

その際、柏崎市と刈羽村の各避難計画においてＰＡＺ地域の住民等を受入れることとな

っている市町（以下「ＰＡＺ受入市町」という。）に対しても、同時送信等により写しを

送付するよう依頼する。 

以後、ＰＡＺ内住民等が必要な避難または防護対策済施設への屋内退避が実施するま

で、県警戒本部長等の指示を受けて、適宜、様式１の更新を依頼する。 

 

〈ＰＡＺ市村〉 

市町村名 送付先 FAX（地上） FAX（衛星） 電話 

柏崎市※ 防災・原子力課  

刈羽村 総務課  

※柏崎市は一部ＰＡＺ、その他の地域はＵＰＺとなる 

 

②－１ ＰＡＺ受入市町に対する確認 【県（警戒本部）→ＰＡＺ受入市町】 

県警戒本部は、事態発生後、速やかに地上系ＦＡＸ等により、ＰＡＺ受入市町に対し

て、様式２による報告を依頼する。なお、正確な情報が把握できない場合は、平時に整理

した情報による見込みでも可とする旨を伝達する。 

その際、ＰＡＺ市村に対しても、同時送信等により写しを送付するよう依頼する。 

以後、ＰＡＺ内住民等が必要な避難または防護対策済施設への屋内退避が実施するま

で、県警戒本部長等の指示を受けて、適宜、様式２の更新を依頼する。 

 

〈ＰＡＺ受入市町〉 

市町村名 送付先 FAX（地上） FAX（衛星） 電話 

村上市 総務課危機管理室   

糸魚川市 消防本部消防防災課  

妙高市 総務課危機管理室   

湯沢町 総務部総務管理課  

※４市町いずれもＵＰＺからの受入も行う（後述） 

 

②－２ ＰＡＺ受入市町による受入が困難な場合【県（警戒本部）→ＰＡＺ受入市町以外の県内市町村】 

②－１の結果、ＰＡＺの住民等の十分な受入が困難と判断された場合は、他の県内市町

村に対して、電話等による事前連絡のうえ、②－１と同様に調整を行う。 

この場合、受入後の避難元市村の避難者対応を考慮し、可能な限り受入が困難となった

ＰＡＺ受入市町の近隣の市町村から調整を行う。 

 

②－３ 県内での受入が困難な場合 【県（警戒本部）→国、近隣県】 

②－２の結果、県内での受入が困難と判断された場合、統括調整部長に報告し、国及び

近隣県等に対して支援を要請するなど必要な措置を行う。 

 

③ ＰＡＺ住民等の受入準備要請 【県（警戒本部）→ＰＡＺ受入市町等】 

②の結果を踏まえ、県警戒本部はＰＡＺ受入市町（必要に応じて②－２、３により調整
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を行った市町村等）に対して、施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２）での避難経由所の開設等、

受入準備を要請する。要請は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その時間が無

い場合は口頭により行い、後ほど送付する。 

その際、県警戒本部はＰＡＺ市村に対して、要請書面の写しの送付等により要請を行っ

たことを伝達する。 

 

④ 受入準備の解除 【県（警戒本部）→ＰＡＺ受入市町（必要に応じて調整を行った他の市町村）】 

施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２）等に至らず、避難等が不要と判断された場合は、県警戒

本部は受入準備を要請した市町村に対して、受入準備の解除を指示する。 
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Ⅱ 施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２）（県の体制：第２次配備「災害対策本部」設置） 

施設敷地緊急事態にかかる国の要請等をＦＡＸ等により県内市町村へ送付する。 

そのうえで、以下の手順を行う。 

① 施設敷地緊急事態要避難者の受入要請 【県（原子力対策班）→ＰＡＺ受入市町等】 

県災対本部原子力対策班（以下「原子力対策班」という。）は、受入準備要請を行った

市町村に対して書面により施設敷地緊急事態要避難者（ＰＡＺ要配慮者等）の受入要請を

行う。要請は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その時間が無い場合は口頭に

より行い、後ほど送付する。 

その際、原子力対策班はＰＡＺ市村に対して、要請書面の写しの送付等により要請を行

ったことを伝達する。 

 

② 施設敷地緊急事態要避難者の避難 【県（原子力対策班等）→ＰＡＺ市村】 

原子力対策班等は、ＰＡＺ市村に対して、避難手段を確保のうえ施設敷地緊急事態要避

難者の避難等について必要な指示等を行う。指示は書面によりＦＡＸ等で送付することと

するが、その時間が無い場合は口頭により行い、後ほど送付する。 

その際、ＰＡＺ市村に対して、避難経由所、避難所、避難経路の状況、災害の概要、そ

の他避難に資する情報を提供する。 

 

③ ＵＰＺ住民数等の確認 【県（原子力対策班、情報収集班）→ＵＰＺ市町】 

原子力対策班は、ＵＰＺを有する市町（以下「ＵＰＺ市町」という。）に対して、書面

によりＵＰＺ住民等の屋内退避準備について要請を行う。 

原子力対策班は、地上系ＦＡＸ等により、ＵＰＺ市町に対して、様式１による報告を依

頼する。なお、正確な情報が把握できない場合は、平時に整理した情報による見込みでも

可とする旨を伝達する。 

その際、各ＵＰＺ市町の避難計画においてＵＰＺ地域の住民等を受入れることとなって

いる市町村（以下「ＵＰＺ受入市町村」という。）に対しても、同時送信等により写しを

送付するよう依頼する。 

以後、ＵＰＺ内住民等が必要な避難または防護対策済施設への屋内退避が実施するま

で、原子力対策班長等の指示を受けて、適宜、様式１の更新を依頼する。 

県災対本部情報収集班（以下「情報収集班」という。）は、様式１等、ＰＡＺ・ＵＰＺ

の市町村から受入調整にかかる書面の送付があった場合は、県災対本部各班に写しを配付

する。 

当該作業は、全面緊急事態（ＥＡＬ３）への進展後も継続して行うものとする。 

 

〈ＵＰＺ市町〉 

市町村名 送付先 FAX（地上） FAX（衛星） 電話 

柏崎市※１ 防災・原子力課   

長岡市※２ 原子力安全対策室   

小千谷市 危機管理課   

十日町市※２ 防災安全課   

見附市 企画調整課   

燕市※２ 防災課   

上越市※２ 原子力防災対策室   

出雲崎町 総務課   

※１ 柏崎市は市の一部がＰＡＺ、それ以外はＵＰＺ 

※２ 市の一部がＵＰＺ、それ以外はＵＰＺ外の地域の市 

 

④－１ ＵＰＺ受入市町村に対する確認 

【県（原子力対策班、情報収集班）→ＵＰＺ受入市町村】 

原子力対策班は、地上系ＦＡＸ等により、ＵＰＺ受入市町村に対して、様式２による報
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告を依頼する。なお、正確な情報が把握できない場合は、平時に整理した情報による見込

みでも可とする旨を伝達する。 

その際、ＵＰＺ市町に対しても、同時送信等により写しを送付するよう依頼する。 

以後、避難を要するとされた地区のＵＰＺ内住民等が避難を完了させるか屋内退避等必

要な防護措置を行うことが不要と認められる状況になるまで、県警戒本部長等の指示を受

けて、適宜、様式２の更新を依頼する。 

情報収集班は、様式２等、ＵＰＺ外の市町村から受入調整にかかる書面の送付があった

場合は、県災対本部各班に写しを配付する。 

当該作業は、全面緊急事態（ＥＡＬ３）への進展後も継続して行うものとする。 

ＵＰＺ受入市町村において、ＵＰＺの住民等の十分な受入が困難と判断された場合の対

応は、④－２及び④－３の手順を実施する。また、要配慮者の避難先確保について、保健

医療教育部へ依頼する。 

 

〈ＵＰＺ受入市町村〉 

 
※ 市の一部がＵＰＺであるが、ＵＰＺ外の地域において市内又は市外からの受入を行う市 

 

  

避難元市町 受入市町村 送付先 FAX（地上） FAX（衛星） 電話

上越市

妙高市 総務課危機管理室

糸魚川市 消防本部消防防災課

南魚沼市 総務課

湯沢町 総務部総務管理課

新発田市 地域安全課

胎内市 総務課防災対策係

聖籠町 生活環境課

新潟市 危機対策課

三条市 防災対策室

五泉市 総務課防災係

阿賀野市 総務部危機管理課

加茂市 総務課総括係

田上町 総務課

阿賀町 総務課防災係

弥彦村 総務課

魚沼市 総務課危機管理室

長岡市※ 原子力安全対策室

燕市

出雲崎町 関川村 総務課

南魚沼市（再掲） 総務課

津南町 総務課総務班

十日町市
十日町市※

小千谷市

総務部防災課

総務部防災安全課

長岡市

燕市※

見附市

原子力防災対策室

総務課危機管理室

上越市※

村上市

柏崎市

-16-



 

④－２ ＵＰＺ受入市町村による受入が困難な場合 【県（原子力対策班）→県内市町村】 

④－１の結果、ＵＰＺの住民等の十分な受入が困難と判断された場合は、他の県内市町

村に対して電話等による事前連絡のうえ、④－１と同様に調整を行う。 

この場合、受入後の避難元市町の避難者対応を考慮し、可能な限り受入が困難となった

ＵＰＺ受入市町村の近隣の市町村から調整を行う。 

また、他市町村から予定している受入を妨げないよう配慮する。 

 

④－３ 県内での受入が困難な場合 【県→国、近隣県等】 

④－２の結果、県内での受入が困難と判断された場合、統括調整部長に報告し、国及び

近隣県等に対して支援を要請するなど必要な措置を行う。 

 

⑤ ＵＰＺ住民等の受入準備要請 【県（原子力対策班）→ＵＰＺ受入市町村等】 

原子力対策班は、④の結果を踏まえ、ＵＰＺ受入市町村（必要に応じて④－２、３によ

り調整を行った市町村等）に対して、全面緊急事態（ＥＡＬ３）での避難経由所の開設

等、受入準備を要請する。要請は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その時間

が無い場合は口頭により行い、後ほど送付する。 

その際、原子力対策班はＵＰＺ市町に対して、要請書面の写しの送付等により要請を行

ったことを伝達する。 

 

⑥ 避難の解除 【県（原子力対策班等）→ＰＡＺ市村】 

全面緊急事態（ＥＡＬ３）等に至らず、ＰＡＺ住民等の避難等が不要と判断された場合

は、原子力対策班等はＰＡＺ市村に対して、避難にかかる指示を解除する。 

 

⑦ 受入準備の解除 【県（原子力対策班）→ＰＡＺ受入市町（必要に応じて調整を行った他の市町村）】 

全面緊急事態（ＥＡＬ３）等に至らず、ＰＡＺ住民等の避難等が不要と判断された場合

は、原子力対策班は、受入準備を要請した市町村に対して、受入準備の解除を指示する。 

 

⑧ 受入準備の解除  

【県（原子力対策班）→ＵＰＺ受入市町村（必要に応じて調整を行った他の市町村）】 

全面緊急事態（ＥＡＬ３）等に至らず、ＵＰＺ住民等の避難等が不要と判断された場合

は、原子力対策班は、受入準備を要請した市町村に対して、受入準備の解除を指示する。 
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Ⅲ 全面緊急事態（ＥＡＬ３）（県の体制：「災害対策本部」を設置済） 

全面緊急事態進展にかかる国の公示・指示等をＦＡＸ等により県内市町村へ送付する。 

そのうえで、以下の手順を行う。 

① ＰＡＺ住民等の受入要請 【県（原子力対策班）→ＰＡＺ受入市町等】 

原子力対策班は、受入準備要請を行った市町村に対して書面によりＰＡＺ住民等の受入

要請を行う。要請は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その時間が無い場合は

口頭により行い、後ほど送付する。 

また、原子力対策班はＰＡＺ市村に対して、要請書面の写しの送付等により要請を行っ

たことを伝達する。 

 

② ＰＡＺ住民等の避難 【県（原子力対策班等）→ＰＡＺ市村】 

原子力対策班等は、ＰＡＺ市村に対して、避難手段を確保のうえＰＡＺ住民等の避難等

について必要な指示等を行う。指示は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その

時間が無い場合は口頭により行い、後ほど送付する。 

その際、ＰＡＺ市村に対して、避難経由所等の開設状況、避難経路の状況、その他避難

に資する情報を提供する。 

 

③ ＵＰＺ圏内の屋内退避の実施 【県（原子力対策班等）→ＵＰＺ市町】 

原子力対策班等は、ＵＰＺ市町に対して、ＵＰＺ住民等の屋内退避について必要な指示

等を行う。指示は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その時間が無い場合は口

頭により行い、後ほど送付する。 

その際、ＵＰＺ市町に対して、放射性物質放出後の避難に備え、避難経由所等の開設状

況、避難経路の状況、安定ヨウ素剤緊急配布及びスクリーニングの場所、その他避難に資

する情報を提供する。 

 

④ 避難の解除 【県（原子力対策班等）→ＰＡＺ市村】 

放射性物質放出等に至らず、ＰＡＺ住民等の避難等が不要と判断された場合は、原子力

対策班等はＰＡＺ市村に対して、避難にかかる指示を解除する。 

 

⑤ 屋内退避の解除 【県（原子力対策班等）→ＵＰＺ市町】 

放射性物質放出等に至らず、ＵＰＺ住民等の避難等が不要と判断された場合は、原子力

対策班等はＵＰＺ市町に対して、屋内退避にかかる指示を解除する。 

 

⑥ 受入準備の解除  

【県（原子力対策班）→ＵＰＺ受入市町村（必要に応じて調整を行った他の市町村）】 

放射性物質放出等に至らず、ＵＰＺ住民等の避難等が不要と判断された場合は、原子力

対策班は受入準備を要請した市町村に対して、受入準備の解除を指示する。 
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Ⅳ 放射性物質放出後（県の体制：「災害対策本部」を設置済） 

① ＵＰＺ住民等の受入要請 【県（原子力対策班）→ＵＰＺ受入市町村等】 

緊急時モニタリングの結果等により国により避難を要する区域が指定された場合、原子

力対策班は、当該区域を受け入れる予定となっているＵＰＺ受入市町村に対して書面によ

りＵＰＺ住民等の受入要請を行う。要請は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、

その時間が無い場合は口頭により行い、後ほど送付する。 

また、原子力対策班はＵＰＺ市町に対して、要請書面の写しの送付等により要請を行っ

たことを伝達する。 

 

② ＵＰＺ住民等の避難 【県（原子力対策班等）→ＵＰＺ市町】 

原子力対策班等は、ＵＰＺ市町に対して、避難手段を確保のうえＵＰＺ市町等の避難等

について必要な指示等を行う。指示は書面によりＦＡＸ等で送付することとするが、その

時間が無い場合は口頭により行い、後ほど送付する。 

その際、ＵＰＺ市町に対して、避難経由所等の開設状況、避難経路の状況、安定ヨウ素

剤緊急配布及びスクリーニングの場所、その他避難に資する情報を提供する。 
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図６ ＰＡＺ避難受入れ調整フロー 
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図７ ＵＰＺ避難受入れ調整フロー 
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３．事前準備等 

（１）平時の情報共有 

県（原子力安全対策課）は、年１回程度、ＰＡＺ市村及びＵＰＺ市町については様式１によ

り、ＰＡＺ受入市町及びＵＰＺ受入市町村については様式２により、住民等の数、要配慮者の

数、避難経由所、避難所等について、市町村と情報共有に努める。 

 

（２）設備等の整備 

県（防災局）は、緊急時の調整等に使用する通信機器について、送受信試験などにより、平

時より動作確認等を行う。 

 

（３）研修、訓練等 

県（防災局）は、本マニュアルに基づく調整を行う要員に対して、研修や訓練等により、手

順の確認に努める。 
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〈参考〉 防災行政無線一斉ファックス使用方法
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ー一ーーーーー・ーーーーーーーーーーーーー一一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－ . 

④一斉指令の受令確認の有費量 、 再迭の有罪震の条件遺択

・受令確認還択より［あり］、再送選択より［あり］を選択します。

t.:!:.'"=. 1へ｜「ー受令確認

⑤一斉指令配備対象局選択

・条件設定後‘配備局をグループ選択より［市町村］及び［消防本節］を選択し、配信対.を確認します。配信対.局は

鐙色に点灯します. i2f冨対重量局に変更がある樋舎は各局名のボタンを押下します。

⑤ー斉指令送信燭始

．［送信｝ボタンを押下にで、一斉指令を送信します。

・1←言、－－.

3.一斉指令送信状態の確認。

4.一斉指舎の終了

5.一斉指令舘果の確認。
・一斉指令終了後、 ー宮町指令S古来が自動印字された結果をE書留します．

・未違”に対し、N甘回総フ］＇＇：／クスで指令内書を送信します．（受信確偲が�·な指令l卓、電信で受信晴箆を行います．）
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〈参考〉 ＮＴＴ・衛星ＦＡＸ使用方法 （危機対策課内設置 ＮＴＴ：025-282-1640 衛星：401-881）

〈送信用ＦＡＸ〉 〈操作盤〉

ＮＴＴ・衛星切替
リセット

スタート

テンキー

Ｆ４（グループ）
グループ一覧

１．送信の準備

・「リセット」ボタンを押下し、省エネモードを解除します。

・「切替」ボタンを押下し、 ［ＮＴＴ］ ［衛星］のうち使用する回線に切り替えます。

・送信する用紙をセットします。（送信面は上向き）

用紙差込口

リセット

〈ＮＴＴ回線使用〉 〈衛星回線使用〉

ワンタッチボタン
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〈個別送信（直接入力）〉

●［ＮＴＴ］回線で送信する場合
・「テンキー」で相手方のＮＴＴファックス番号※を入力し、「スタート」ボタンを押下します。
※０発信は不要です。
●［衛星］回線で送信する場合
・「テンキー」で相手方の衛星ファックス番号※を入力し、「スタート」ボタンを押下します。
※「１５」＋「相手方固有の衛星ファックス番号」を入力してください。

３．ファックスの受信

〈ＦＡＸ受信機①及び②〉

・ＦＡＸ受信機①及び②は送信用ＦＡＸ下部の床面に設置しています。（２台体制）
・基本的に受信機①（写真左）が受信し、受信機①が印刷中の場合は受信機②（写真右）が受信します。

受信機①
受信機②

〈３０市町村への一斉送信〉
２．ファックスの送信

●［ＮＴＴ］回線で送信する場合
・「Ｆ４（グループ）」ボタン、「グループ一覧※」ボタンの順に押下します。 ※液晶画面に表示されます。
・テンキーで「０１」を入力し、「スタート」ボタンを押下します。
●［衛星］回線で送信する場合

・「Ｆ４（グループ）」ボタン、「グループ一覧※」ボタンの順に押下します。 ※液晶画面に表示されます。
・テンキーで「０２」を入力し、「スタート」ボタンを押下します。

リセット

スタートテンキー

Ｆ４（グループ）

液晶画面

グループ一覧

左右

〈個別送信（登録）〉

●［ＮＴＴ］回線で送信する場合

・相手方No.（市町村はNo. １～30）を「ワンタッチボタン」を押下し、「スタート」ボタンを押下します。
・複数の宛先に同時送信する場合は、送信したい相手方No.を続けて押下します。送信登録した相手
方は「左右」ボタンにより液晶画面で確認可能です。

●［衛星］回線で送信する場合

ワンタッチボタン 番号変更パネル

・相手方No.（市町村はNo. 31～60）を「ワンタッチボタン」を押下し、「スタート」ボタンを押下します。
・複数の宛先に同時送信する場合は、送信したい相手方No.を続けて押下します。送信登録した相手
方は「左右」ボタンにより液晶画面で確認可能です。

・ＦＡＸワンタッチ登録番号一覧表で宛先No.（市町村［NTT： No. 1～30］［衛星： No. 31～60 ］）を確
認し、必要なNo.が出るように「番号変更パネル」をめくります。
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越
地

域
消

防
事

務
組

合
消

防
本

部
五

泉
市

総
務

課
14

44
84

新
発

田
地

域
広

域
事

務
組

合
消

防
本

部
上

越
市

防
災

危
機

管
理

部
 市

民
安

全
課

（原
子

力
防

災
対

策
室

）
15

45
85

燕
・
弥

彦
総

合
事

務
組

合
消

防
本

部
阿

賀
野

市
総

務
部

　
危

機
管

理
課

16
46

86
村

上
市

消
防

本
部

佐
渡

市
総

務
部

　
防

災
管

財
課

17
47

87
十

日
町

地
域

消
防

本
部

魚
沼

市
総

務
課

　
危

機
管

理
室

18
48

88
小

千
谷

地
域

消
防

本
部

南
魚

沼
市

総
務

課
19

49
89

加
茂

地
域

消
防

本
部

胎
内

市
総

務
課

　
防

災
対

策
係

20
50

聖
籠

町
生

活
環

境
課

21
51

弥
彦

村
総

務
課

22
52

田
上

町
総

務
課

23
53

阿
賀

町
総

務
課

24
54

出
雲

崎
町

総
務

課
25

55
湯

沢
町

総
務

部
　

総
務

管
理

課
26

56
津

南
町

総
務

課
　

総
務

班
27

57
刈

羽
村

総
務

課
28

58
関

川
村

総
務

課
29

59
粟

島
浦

村
総

務
課

30
60

相
手

方
名

称

-27-
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様
式

１
　

状
況

確
認

表
（
避

難
元

市
町

村
）

【県
警

戒
本

部
 又

は
 災

害
対

策
本

部
原

子
力

対
策

班
あ

て
】

報
告

市
町

村
名

　
　

　
※

　
緊

急
時

に
は

、
写

し
を

避
難

先
市

町
村

へ
送

付
し

て
く
だ

さ
い

（平
時

は
不

要
）

Ｐ
Ａ

Ｚ
Ｕ

Ｐ
Ｚ

在
宅

医
療

機
関

福
祉

施
設

学
校

等
一

時
滞

在
そ

の
他

※
　
「地
区
名
」は
、
避
難
計
画
の
避
難
単
位
と
な
っ
て
い
る
地
区
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
「重
点
区
域
」は
Ｐ
Ａ
Ｚ
ま
た
は
Ｕ
Ｐ
Ｚ
い
ず
れ
か
該
当
す
る
方
に
「○
」
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

※
　
緊
急
時
に
各
人
数
に
つ
い
て
正
確
な
把
握
が
難
し
い
場
合
は
平
時
の
人
数
等
を
踏
ま
え
て
見
込
み
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
行
の
過
不
足
が
あ
る
場
合
は
適
宜
調
整
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
「要
配
慮
者
」に
つ
い
て
、
「一
時
滞
在
」は
緊
急
時
の
み
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　
　
ま
た
、
「そ
の
他
」に
つ
い
て
は
、
Ｐ
Ａ
Ｚ
に
お
い
て
安
定
ヨ
ウ
素
剤
が
事
前
配
布
さ
れ
て
い
な
い
者
、
安
定
ヨ
ウ
素
剤
の
服
用
が
不
適
切
な
者
等
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

特
記

事
項

う
ち

要
配

慮
者

等
（人

）
地

区
名

重
点

区
域

避
難

先
市

町
村

住
民

等
（人

）
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様
式

１
　

状
況

確
認

表
（
避

難
元

市
町

村
）

【県
警

戒
本

部
 又

は
 災

害
対

策
本

部
原

子
力

対
策

班
あ

て
】

報
告

市
町

村
名

　
　

●
●

市
　

※
　

緊
急

時
に

は
、

写
し

を
避

難
先

市
町

村
へ

送
付

し
て

く
だ

さ
い

（平
時

は
不

要
）

Ｐ
Ａ

Ｚ
Ｕ

Ｐ
Ｚ

在
宅

医
療

機
関

福
祉

施
設

学
校

等
一

時
滞

在
そ

の
他

高
浜

○
村

上
市

40
7

19
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

南
部

○
村

上
市

55
8

23
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

二
田

○
村

上
市

2,
10

6
55

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

中
川

○
村

上
市

1,
29

3
27

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

別
山

○
村

上
市

68
2

20
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

大
田

○
村

上
市

40
8

29
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

石
地

○
村

上
市

41
4

19
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

小
計

5,
86

8
19

2

北
鯖

石
○

南
魚

沼
市

2,
67

8
44

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

田
尻

○
南

魚
沼

市
8,

37
4

17
6

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

小
計

11
,0

52
22

0

荒
浜

○
糸

魚
川

市
1,

03
8

39
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

松
波

○
糸

魚
川

市
3,

63
7

11
9

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

比
角

○
糸

魚
川

市
10

,1
75

22
7

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

枇
杷

島
○

糸
魚

川
市

5,
55

1
19

7
##

#
##

#
##

#
#
#
#

#
#
#

半
田

○
糸

魚
川

市
6,

36
5

10
9

##
#

##
#

##
#

#
#
#

#
#
#

小
計

26
,7

66
69

1

※
　
「地
区
名
」は
、
避
難
計
画
の
避
難
単
位
と
な
っ
て
い
る
地
区
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
「重
点
区
域
」は
Ｐ
Ａ
Ｚ
ま
た
は
Ｕ
Ｐ
Ｚ
い
ず
れ
か
該
当
す
る
方
に
「○
」
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

※
　
緊
急
時
に
各
人
数
に
つ
い
て
正
確
な
把
握
が
難
し
い
場
合
は
平
時
の
人
数
等
を
踏
ま
え
て
見
込
み
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
行
の
過
不
足
が
あ
る
場
合
は
適
宜
調
整
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
「要
配
慮
者
」に
つ
い
て
、
「一
時
滞
在
」は
緊
急
時
の
み
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　
　
ま
た
、
「そ
の
他
」に
つ
い
て
は
、
Ｐ
Ａ
Ｚ
に
お
い
て
安
定
ヨ
ウ
素
剤
が
事
前
配
布
さ
れ
て
い
な
い
者
、
安
定
ヨ
ウ
素
剤
の
服
用
が
不
適
切
な
者
等
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

地
区

名
重

点
区

域
避

難
先

市
町

村
住

民
等

（人
）

特
記

事
項

う
ち

要
配

慮
者

等
（人

）

様
式
１
記
載
例
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様
式

２
　

状
況

確
認

表
（
受

入
市

町
村

）
【県

警
戒

本
部

 又
は

 災
害

対
策

本
部

原
子

力
対

策
班

あ
て

】
報

告
市

町
村

名
　

※
　

緊
急

時
に

は
、

写
し

を
避

難
元

市
町

村
へ

送
付

し
て

く
だ

さ
い

（平
時

は
不

要
）

１
　
避
難
経
由
所

済
準

備
中

不
可

２
　
原
子
力
災
害
時
に
受
入
を
予
定
し
て
い
る
避
難
所

一
般

福
祉

済
準

備
中

不
可

※
　
「避
難
元
市
町
村
」は
、
受
入
を
予
定
し
て
い
る
市
町
村
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
避
難
所
の
「種
類
」は
、
一
般
避
難
所
ま
た
は
福
祉
避
難
所
の
該
当
す
る
列
に
「○
」を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
（兼
用
の
場
合
は
両
方
「
○
」
を
記
載
）
。

※
　
「開
設
状
況
」は
緊
急
時
の
み
記
載
と
し
、
施
設
ご
と
に
該
当
す
る
列
に
「〇
」を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
（「
済
」：
開
設
済
み
、
「
準
備
中
」
：
開
設
準
備
中
、
「
不
可
」
：
開
設
不
可
）
。

　
　
　
ま
た
、
「不
可
」が
あ
る
場
合
は
枠
外
ま
た
は
別
紙
等
に
よ
り
状
況
を
報
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
行
の
過
不
足
が
あ
る
場
合
は
適
宜
調
整
し
て
く
だ
さ
い
。

開
設

状
況

種
類

避
難

元
市

町
村

開
設

状
況

施
設

名
（避

難
経

由
所

）
住

　
所

避
難

元
市

町
村

施
設

名
（避

難
所

）
住

　
所

収
容

数
（人

）
駐

車
場

（
台

）
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様
式

２
　

状
況

確
認

表
（
受

入
市

町
村

）
【県

警
戒

本
部

 又
は

 災
害

対
策

本
部

原
子

力
対

策
班

あ
て

】
報

告
市

町
村

名
●

●
市

　
※

　
緊

急
時

に
は

、
写

し
を

避
難

元
市

町
村

へ
送

付
し

て
く
だ

さ
い

（平
時

は
不

要
）

１
　
避
難
経
由
所

済
準

備
中

不
可

●
●

運
動

場
●

●
市

・・
・・

・・
・・

・・
・・

○

▲
▲

公
民

館
●

●
市

・・
・・

・・
・・

・・
・・

○

道
の

駅
×

×
●

●
市

・・
・・

・・
・・

・・
・・

○

２
　
原
子
力
災
害
時
に
受
入
を
予
定
し
て
い
る
避
難
所

一
般

福
祉

済
準

備
中

不
可

Ｃ
公

民
館

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
50

3
0

○
○

Ａ
小

学
校

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
20

0
2
0
0

○
○

Ｂ
小

学
校

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
20

0
1
5
0

○
○

Ｃ
小

学
校

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
15

0
1
0
0

○
○

Ａ
中

学
校

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
30

0
3
0
0

○
○

Ｂ
中

学
校

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
20

0
1
5
0

○
○

Ｃ
中

学
校

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・
20

0
1
0
0

○
○

○

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

●
●

市
・・

・・
・・

・・
・・

・・

※
　
「避
難
元
市
町
村
」は
、
受
入
を
予
定
し
て
い
る
市
町
村
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
避
難
所
の
「種
類
」は
、
一
般
避
難
所
ま
た
は
福
祉
避
難
所
の
該
当
す
る
列
に
「○
」を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
（兼
用
の
場
合
は
両
方
「
○
」
を
記
載
）
。

※
　
「開
設
状
況
」は
緊
急
時
の
み
記
載
と
し
、
施
設
ご
と
に
該
当
す
る
列
に
「〇
」を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
（「
済
」：
開
設
済
み
、
「
準
備
中
」
：
開
設
準
備
中
、
「
不
可
」
：
開
設
不
可
）
。

　
　
　
ま
た
、
「不
可
」が
あ
る
場
合
は
枠
外
ま
た
は
別
紙
等
に
よ
り
状
況
を
報
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
　
行
の
過
不
足
が
あ
る
場
合
は
適
宜
調
整
し
て
く
だ
さ
い
。

▲
▲

市

○
○

市

▲
▲

市

種
類

開
設

状
況

▲
▲

市

▲
▲

市

◇
◇

市

◇
◇

市

◇
◇

市

施
設

名
（避

難
所

）
住

　
所

収
容

数
（人

）
駐

車
場

（
台

）
避

難
元

市
町

村

▲
▲

市
、

◇
◇

市

施
設

名
（避

難
経

由
所

）
住

　
所

避
難

元
市

町
村

開
設

状
況

▲
▲

市

様
式
２
記
載
例
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〈マニュアルⅠ③用文例〉 

 要請（PAZ 避難受入準備）【AL】  

 

年  月  日 

 

村上市長  様 

糸魚川市長 様 

妙高市長  様 

湯沢町長  様 

（●●市（町村）長 様）※上記４市町以外に要請する場合 

 

新潟県原子力災害警戒本部長 

 

即時避難区域（PAZ）住民等の受入準備について（要請） 

 

●●年●●月●●日に東京電力柏崎刈羽原子力発電所において発生した原子力災害

の進展状況により、柏崎市（刈羽村）住民の広域避難（災害対策基本法（昭和 36 年法

律第 223 号）第 86 条の８に基づく広域一時移転をいう。以下同じ。）が下記のとおり実

施される可能性があることから、避難経由所の開設等住民等の受入準備について要請し

ます。 

 

記 

 

１ 要請理由 

原子力災害警戒事態（AL）の発生 

 

２ 広域避難を行う可能性のある住民等 

（１）施設敷地緊急事態（SE）要避難者 

柏崎市（刈羽村）即時避難区域（PAZ）の要配慮者等 

●●●●人 

（２）全面緊急事態（GE）で広域避難 

柏崎市（刈羽村）即時避難区域（PAZ）の（１）以外の住民等 

●●●●人 

 

３ その他 

※安定ヨウ素剤緊急配布及びスクリーニングの場所、道路状況など 

受入に資する情報を記載または別紙で添付 
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〈マニュアルⅡ①用文例〉 

 要請（PAZ 避難受入）【SE】  

 

年  月  日 

 

村上市長  様 

糸魚川市長 様 

妙高市長  様 

湯沢町長  様 

（●●市（町村）長 様）※上記４市町以外に要請する場合 

 

新潟県原子力災害対策本部長 

 

施設敷地緊急事態要避難者（PAZ 要配慮者等）の受入について（要請） 

 

●●年●●月●●日に東京電力柏崎刈羽原子力発電所において発生した原子力災害

の進展状況により、柏崎市及び刈羽村住民の広域避難（災害対策基本法（昭和 36 年法

律第 223 号）第 86 条の８に基づく広域一時移転をいう。以下同じ。）が下記のとおり実

施されることから、住民等の受入について要請します。 

 

記 

 

１ 要請理由 

原子力災害施設敷地緊急事態（SE）の発生 

 

２ 広域避難を行う住民等 

施設敷地緊急事態要避難者（即時避難区域（PAZ）の要配慮者等） 

柏崎市 ●●●●●●人 

刈羽村 ●●●●●●人 

 

３ その他 

※安定ヨウ素剤緊急配布及びスクリーニングの場所、道路状況など 

受入に資する情報を記載または別紙で添付 
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〈マニュアルⅢ①用文例〉 

 要請（PAZ 避難受入）【GE】  

 

年  月  日 

 

村上市長  様 

糸魚川市長 様 

妙高市長  様 

湯沢町長  様 

（●●市（町村）長 様）※上記４市町以外に要請する場合 

 

新潟県原子力災害対策本部長 

 

即時避難区域（PAZ）住民等の受入について（要請） 

 

●●年●●月●●日に東京電力柏崎刈羽原子力発電所において発生した原子力災害

の進展状況により、柏崎市（刈羽村）住民の広域避難（災害対策基本法（昭和 36 年法

律第 223 号）第 86 条の８に基づく広域一時移転をいう。以下同じ。）が下記のとおり実

施されることから、住民等の受入について要請します。 

 

記 

 

１ 広域避難を必要とする理由 

原子力災害全面緊急事態（GE）の発生 

 

２ 広域避難を行う住民等 

即時避難区域（PAZ）の住民等（施設敷地緊急事態要避難者を除く） 

柏崎市 ●●●●●●人 

刈羽村 ●●●●●●人 

 

３ その他 

※安定ヨウ素剤緊急配布及びスクリーニングの場所、道路状況など 

受入に資する情報を記載または別紙で添付 
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〈マニュアルⅡ⑤用文例〉 

 要請（UPZ 避難受入準備）【SE】  

 

年  月  日 

 

ＵＰＺ住民等の受入市町村長 様 

 

新潟県原子力災害対策本部長 

 

避難準備区域（UPZ）住民等の受入準備について（要請） 

 

●●年●●月●●日に東京電力柏崎刈羽原子力発電所において発生した原子力災害

の進展状況により、避難準備区域（UPZ）住民等の広域避難（災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）第 86 条の８に基づく広域一時移転をいう。以下同じ。）が下記のとお

り実施されること可能性があることから、避難経由所の開設等住民等の受入準備につい

て要請します。 

 

記 

 

１ 要請理由 

原子力災害警戒事態（SE）の発生 

 

２ 広域避難を行う可能性のある住民等 

避難準備区域（UPZ）の住民等 

住民等の数 別紙のとおり 

※SE 時点では、事前情報（当年４月１日時点）の送付を想定 

 

３ その他 

※安定ヨウ素剤緊急配布及びスクリーニングの場所、道路状況など 

受入に資する情報を記載または別紙で添付 
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〈マニュアルⅣ①用文例〉 

 要請（UPZ 避難受入）【OIL 等】  

 

年  月  日 

 

●●市（町村）長 様 

※OIL 基準等により広域避難が必要となった 

UPZ 市町の受入れ市町村 

 

新潟県原子力災害対策本部長 

 

避難準備区域（UPZ）住民等の受入について（要請） 

 

●●年●●月●●日に東京電力柏崎刈羽原子力発電所において発生した原子力災害

の進展状況により、避難準備区域（UPZ）住民等の広域避難（災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）第 86 条の８に基づく広域一時移転をいう。以下同じ。）が下記のとお

り実施されることから、住民等の受入について要請します。 

 

記 

 

１ 要請理由（例） 

OIL２超による一時移転指示 

 

２ 広域避難を行う住民等 

●●市（町）●●地区の住民等 

住民等の数 ●●人（うち要配慮者●●人） 

※地区等が多い場合は「別紙のとおり」とし、一覧等を添付 

 

３ その他 

※安定ヨウ素剤緊急配布及びスクリーニングの場所、道路状況など 

受入に資する情報を記載または別紙で添付 
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